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著作権法第35条の改正はLMS利用に何をもたらしたか

隅谷 孝洋1,a)

概要：2020年 4月に施行された改正著作権法第 35条により，他者著作物の LMSや授業収録システムで
の公衆送信が一定の条件のもと著作権者に無断で行えるようになった。一方，第 35条を根拠として LMS

などに掲載されたものは，授業期間完了後にアクセス不可とすることが求められている。著作権法第 35条
の改正により，LMSの利用範囲が拡大すると同時に，ある意味新たな制限が加わったことになる。本稿で
はこの状況を振り返り，教育 ICT化を最大限に推進するために何が行えるかについて議論する。

キーワード：改正著作権法第 35条, 著作権法第 32条, LMS, moodle

What was Brought to the LMS
by the Amendment to Article 35 of the Copyright Act

Takahiro Sumiya1,a)

Abstract: Revised Article 35 of the Copyright Act, which went into effect in April 2020, allows public trans-
mission of other people’s works on LMSs and class recording systems without permission of the copyright
holder under certain conditions. On the other hand, the materials, which was posted on LMS on the basis
of Article 35, is required to be inaccessible after the completion of the class period. The revision of Article
35 of the Copyright Act has expanded the use of LMS, while at the same time it has added new restrictions
on LMS. In this paper, we review this situation and discusse what can be done to maximize the promotion
of ICT in education.
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1. はじめに
2019年 4月 28日改正著作権法第 35条が施行された．大

学での LMS (Learning Management System) 管理に関わ
る多くの人が待ち望んだ著作権法の改正だった．
本来であれば 2020年 4月に施行の予定だったが，この

年の 2月から世界を揺るがせたCOVID-19対策への 1つと
してオンライン授業が大規模に実施される見込みとなり，
その円滑な実施のため，前倒しで改正法が施行された [1]．
本稿では，この著作権法改正がなぜ必要だったのかを振

り返り，そしてこれが LMSの利用方法をどういう風に変
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えるか，ということについて考えたい．

2. 改正著作権法第 35条
2.1 改正前夜
筆者の勤務する広島大学では，2001年から LMSの全学

に向けての運用を始めた．全学に向けてと言っても，運用
しているところが全学共用の情報センターと言うだけであ
り，まだ多くの教員はその存在も知らないと言う状態から
スタートした．Webやメールを活用したレポート提出シス
テムや出席管理システムをそれまで手作りしていたわれわ
れにとって，LMSは極めて有用なシステムであり大学教
育に資するもとの考えられた．それゆえ，学内での普及活
動に力を入れ，僅かずつしかし着実に利用実績をふやし，
今回のコロナ禍の直前まではおよそ 2, 3割の授業で LMS

が利用されると言う状況になってきていた．
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他人の作った資料（本や論文、新聞記事、Webページなど）
を一部転載したものを、WebCT で公開したい。

資料は著作物にあたりますか？
● 思想や感情を創作的に表現したものが著作物
● データや事実をそのまま記したものは著作物ではない

資料は自由に利用してよいものですか？
● 著作権者が自由に複写・利用して良いと宣言している
● 保護期間を過ぎている　　　　　　●法律や判例等権利のないものである

引用に該当しますか？
● 引用する必然性がある　　　　　　● 質量ともに、主従関係が明確
● 引用部分が他と明確に区別できる　● 出所が明示してある

著作権者の許諾は得られましたか？
利用条件や期間などを明確にして、著作権者に問い合わせます。

該当部分の削除・差替が必要です
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はじめてのWebCT CE6 第 2 版
隅谷孝洋 , 秋元志美 , 原田久美 , 林雅子 , 長登康 , 稲垣知宏 , 

北川和英 ( 著 ) 佐々木由夏 ( 装丁 )
（10 件のカスタマーレビュー）

価格：　￥ 0 　学内便でお届け。詳細
在庫あり。在庫状況について
この商品は、els.hiroshima-u.ac.jp が印刷、発送します。

ご注文はお早めに。コンテンツ作成支援室まで。イメージを拡大

WebCT 出前講習会を実施中です。
　WebCT の利用方法をお知りになりたい方、コ
ンテンツ作成の支援依頼を検討されている方、是
非お申し込み下さい。参加者 1名でも出前に伺い
ますので、お気軽にご利用ください。
お申し込みは、以下のURL より。

LXXT���[[[�IPW�LMVSWLMQE�Y�EG�NT�W�HIQEI�

教職員向けチュートリアルを配布中 出前講習会やってます

ਆ୔ޏ

ଌૈෂ

　授業のときに参考図書を一部分コ
ピーして学生に配ったり、Web で見
つけた図や写真をパワーポイントの
スライドに貼付けて使用することが
あると思います。

　大学の授業において、必要な範囲で第三者の著作物の一部をコピーして
使用することは、一定の条件を満たせば、著作者の許可なく行えます。こ
のことは著作権法第 35 条の「教育機関における複製等」の例外規定によ
り保証されています。
　では、このような資料を WebCT に掲載したい場合はどうなるのでしょ
うか。残念なことに、上記の例外規定は「授業時間中」に使う場合のこと
であり、授業時間外にサーバから資料のファイルを学生に配布すると、著
作権を侵害していることになってしまいます。
　第三者の著作物を含む資料を WebCT に掲載（一般的なWeb での公開
や講演会での使用もほぼ同様です）するときには、以下の点に注意する必
要があります。

1.  利用する資料が「著作物」にあたるかどうか：著作物でなければ、
少なくとも著作権法的には問題なく利用できます。

2.  利用する資料は自由に利用できるものかどうか：著作者が自由に使っ
て良いと宣言していたり、保護期間が過ぎているものは、問題なく利
用できます。

3.  引用にあたるか：説明を補強するための部分的な転載は、一定の条
件を満たせば「引用」となり、著作権者に断りなく行うことができます。

　上記 1. から 3. のいずれにも該当しない場合には、無断で WebCT に掲
載することはできません。多くの場合授業の中での利用は可能ですので、
授業中に利用した資料をWebCT にアップロードしようとした時点で問題
が発生することになります。これを法律的に正しく利用するには、元資料
の著作権保持者（著作権者）の許諾が必要になります。
　著作権者に利用許諾を依頼する際には、利用の形態（履修者の各々が ID
とパスワードで認証を受けなければ見られない、など）や条件（何人が閲
覧し、公開はいつまで、など）をはっきりさせると良いでしょう。
　また、転載した資料がどこから入手されたものかはっきりしないと、こ
のような手続きをするときに手間がかかります。ちょっとしたものでも、
転載資料の出所をきちんと記録することを心がけておきましょう。
 　コンテンツ作成支援室のWeb ページでもう少し詳しい説明を挙げてお
きますので、こちらもご参照ください。

LXXT���[[[�IPW�LMVSWLMQE�Y�EG�NT�W�GST]VMKLX�

また、コンテンツ作成支援室では著作権処理の支援業務も行っております。
こちらに関しても、詳しくは上記ページをご参照ください。

この記事は、広島大学図書館機関リポジトリアドバイザー・
元九州大学教授 黒澤節男先生に監修していただきました。

【参考文献】 URL はいずれも 2011 年 9月時点のものです。

・文化庁「学校における教育活動と著作権」
LXXT���[[[�FYROE�KS�NT�GLSWEOYOIR�LEOEWI�THJ�KEOOSYCGLSWEOYOIR�THJ

・文化庁「著作権テキスト」
LXXT���[[[�FYROE�KS�NT�GLSWEOYOIR�XI\X�THJ�GLSWEOYCXI\XC�������THJ

WebCT に資料掲載するときには、
著作権にも注意しましょう

図 1 LMS への教材アップロードへの注意を喚起する広報物

この過程で，LMSを利用する場合に，教材の中でに使う
資料の著作権について格別の配慮が必要であるということ
がわかってきた．2005年ごろの話であると記憶している
が，元放送大学の尾崎史郎先生の著作権研修会があり，教
室で普通に行われている他者著作物をコピーしたプリント
の配布，これが LMSでは著作権の侵害となる可能性があ
るということを知らされた．
教室での紙のプリントの配布と，LMSでの電子ファイル

の配布は，結果から見るとほとんど同じ行為に思えるが，
著作権法 35条で権利制限の対象となっているのは複製の
みであり，公衆送信は含まれないということだった．LMS

での配布が「公衆送信」に該当しうるということもその時
初めて知った．著作権法第 35条並び 38条の規定があるた
め，こういった資料を紙に印刷して教室で配布したり，プ
ロジェクタ投影することは無許諾でできるが，LMSに掲
載するには著作権者に許諾を得る，すなわち別途著作権処
理が必要になるということがわかったのだ．
大学としては，コンプライアンスに沿った教育活動が必

要であるので，われわれの大学でもこの内容に従った広報
活動をしてきた．例えば図?は 2011年に配布した当時のコ
ンテンツ作成支援室と言う支援組織から全教員に配布され
ていたニュースレター*1である．ここでは，LMSに掲載す
*1 https://www.els.hiroshima-u.ac.jp/assets/files/nl/

eLSNewsletter-05.pdf

る場合は，著作権で保護されないもの，再配布にむけての
ライセンスが宣言されているもの，そして著作権法第 32

条引用の適用があるもの，を除き，著作権処理が必要であ
ると言うふうに伝えています．その上，この著作権処理の
代行をします，ということまでアナウンスしてきていた．
この状況は，教育の情報化を推進する上での障害になる

ということが，文部科学省や文化庁でも認識され，2015年
ごろから文化庁文化審議会著作権分科会法制・基本問題小
委員会でも改善策が検討されるようになった．2017年には
最終報告が出され，法改正を目指すべきとされた [2]．2018

年 5月 18日には改正 35条を含む著作権法改正案が国会で
可決され，同月 25日に公布されたが，後述するように，補
償金制度をふくむ法改正であったため，3年以内の施行と
された．そして，2020年 4月 28日，改正著作権法が施行
になった．
これこそわれわれが，待ち望んでいた法改正だった．こ

れで授業資料を LMSに掲載したり，スライドを使った授
業の録画を動画配信サーバから配信することが，かなり自
由にできるようになった．
可能になったのでだが，著者の勤務する広島大学では，

やや困ったことも起きた．LMSへの掲載期間の問題であ
る．そしてこの問題に悩んでいる大学は，決して少なくな
いと言うことがわかっている．以下，改正著作権法 35条
の内容について振り返り，そしてこの問題点について，ま
たそれをどのように解決しようとしているかについて述べ
てみる．

2.2 改正著作権法第 35条と，その運用指針
前節でも触れたように，改正著作権法第 35条では，授業

目的での利用に供する場合には，学生や教員が他者著作物
の複製・公衆送信・公の伝達を著作権者の許諾なしにおこ
なってよいということになっている．旧著作権法第 35条
では，複製のみが権利制限の対象になっていた．
ここで言う権利制限とは，特定の状況下で著作権者の権

利が及ばない場合がある，つまり権利が制限されるという
ことを意味している．例えば著作権者は複製権を持ってい
る．すなわち独占的に自分の著作物を複製する権利を持っ
ている．なので著作権者以外は，その著作物を著作権者に
無断で複製できないわけだ．ところが，個人で利用する程
度のごく小規模な範囲であれば無断で複製をしても良い
(著作権法第 30条)など，特定の状況下では著作権者の複
製権が及ばなくなる場合がある．これを権利制限と呼ぶ．
この場合の権利制限の対象は，複製権ということになる．
ただ制限されているのは複製権だけなので，その他の権利
については有効なままと言うことになる．つまり複製はで
きても，例えば公衆送信はできないといったことになる．
改正著作権法第 35条で変わった点について図 2にまと

めた．授業目的での複製・公衆送信・公の伝達ができると
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図 2 改正著作権法の概要

言うことにくわえて．35条の 2で授業目的の公衆送信を
する場合は，その学校の設置者が権利者に補償金を支払わ
なければならないと言うことが定められている．35条の 3

については改正前の 35条の 2（同時公衆送信の場合）がそ
のままスライドし，そして同時公衆送信では補償金は不要
と定められた．
補償金については，全国で唯一の補償金管理団体を文化

庁が指定し，教育機関の設置者はその団体にしか支払えず，
その団体だけが権利者に対して分配を実施するということ
が，第 104条の 11から 17に定められた．これは，文化庁
文化審議会著作権分科会法制・基本問題小委員会で議論さ
れた内容に従い，この改正が権利者の利益への影響が小さ
くないと言うことで，諸外国の例も参照して，補償金を支
払うべしと言うことになったものである．
法律の条文としては，このように制定され公布施行され

ているわけであるが，実際にその補償金管理団体を作る，
そして補償金制度を運用していくことは，法律や行政機関
の外での重要な問題になる．これについて円滑に運用して
いくためには，権利者と使用者（すなわち教育機関）との
間の意見をすり合わせる場が必要であろうということで，
両者が同数ずつ委員をだす「著作物の教育利用に関する関
係者フォーラム」（以下「フォーラム」）が 2018年 11月 27

日に開始された [3]．また，指定管理団体となるべく「授
業目的公衆送信補償金等管理協会」(以下 SARTRAS) が
2019年 1月 22日に一般社団法人として発足し，2月 15日
に文化庁長官より指定管理団体としての指定をうけた．
この構造を図 3に示した．注目すべきはこれまで存在し

なかった，権利者そして利用者が一堂に介するフォーラム
ができたというところである．そしてこのフォーラムが負
う大きな役割とひとつが，著作権法第 35条の利用ガイド
ラインを制定すると言うことだった．
著作権法で授業目的の公衆送信オッケーとなったわけだ

が，法律の条文だけではうまく運用ができない．例えば授
業の目的と言っても，授業はどこからどこまでの範囲であ
るか．大学で言えば単位が出る授業は確実に授業だろうけ
れども，研究室のゼミはどうか，自主ゼミはどうか，公開
講座はどうなのか，FDはどうだろうと言う話になってく

図 3 教育著作権フォーラムと SARTRAS

る．そして 35条の中でも，利用者にとって最も解釈が難
しいのが，いわゆる「但し書き」と言う部分だ．35条の条
文の中に，「ただし、当該著作物の種類及び用途並びに当該
複製の部数及び当該複製、公衆送信又は伝達の態様に照ら
し著作権者の利益を不当に害することとなる場合は、この
限りでない」という記述があり，これってどういうことな
のかと非常に解釈が難しい．
上記のようにいろいろな要件があり，補償金を支払えば

もう全然大丈夫だろうと言うわけにはいかないわけだ．そ
の要件を満たす範囲はどういうところなのかとが，ある程
度具体的にわからないと現場での運用ができない．そのた
めに，ガイドラインが作成された．
ガイドライン（＝運用指針）は，https://forum.sartras.

or.jp/info/005/ で閲覧することができる．その内容は，
35条の条文の中で使われているフレーズや語句についてそ
の基本的な解釈の仕方と，そして適用されるべき例と適用
されるべきでない例をいくつかあげていると言うような形
になっている．これの重要なところは権利者と利用者（教
育機関関係者）が意見を擦り合わせて作成したというとこ
ろである．法律ではないので法的な強制力や有効性はない
が，これに沿っていれば権利者とのトラブルが最小限に抑
えられるということが期待できる．
図 4に，大学に関係の深いところを簡単にまとめている．
ガイドラインの中に大学から見ると影響が大きいとこと

が書いてあるところがある．例えば FDは授業とはみなさ
れないと言うことがはっきり書かれている．小中高の教員
については各教育委員会が設置する教員教育センターがあ
り，その組織が行う教員研修は授業の扱いになる．しかし
学生を教育するための機関である大学が行う FDは，一般
企業の社員研修のようなものであるとみなされ，授業の中
には入らないことになっている．
現場の教育者としては，このガイドラインに従いそして

ガイドラインにはないグレーゾーンについては，それぞれ
が見識と良識に従い，自分で判断すると言うような運用を
していくべきであろう．
また LMS管理者としても，このガイドラインの内容を

教員や学生に啓発していく活動が非常に重要になる．
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図 4 改正著作権法第 35 条運用指針の大学関係部分の要約

3. 改正著作権法を運用する際の問題点
改正前後は，この制度の問題点として 2点を考えていた．
1点目として，補償金を支払う教育機関と支払わない教

育機関が混在するのはまずいのではないかと言うことであ
る．高等教育機関では，教員は教育機関の間を移動するこ
とが多い．ある大学では使えていた教材が別の大学では，
補助金を支払っていなくて 35条の適用を受けられず使え
ないと言うことがあっては非常に困ると考えていた．これ
については，文部科学省が各教育機関に補償金相当の補助
金を出すと言うことになったので，特に問題は起こらなく
なっている（はずである）．
次に，この大変グレーゾーンの多い複雑な法体系と制度

を，どれぐらいの教員が，そしてどれぐらいの学生がきち
んと理解をして運用をしていくことができるのかと言うこ
とが問題である．これについては終わりはなく，常に教職
員教育と学生への著作権教育を進めていかなければいけ
ない．
そして，LMS管理者として現在感じている問題を以下に

あげる．
我々の大学では，LMSコースの削除といったものをあえ

て行っていない．積み上げ型の学部においては，以前習っ
た事が LMSに行けば全部まとまっていると言うのは非常
に便利なことであるし，2020年以降オンライン授業におい
ては授業録画が普通に行われるようになり，それらもあと
で振り返れば大変有用な復習教材になるからである．
著作権法第 35条が改正され，授業目的の公衆送信が便

利に行えるということになると，これまでよりも非常に多
くの資料が掲載されることが予想される．実際にされてい
る．そうすると何が起こるかというと，35条の適用を受
けた著作物は，基本的にはその授業期間だけしか公衆送信
ができないと言うことになり，極端に言えば授業が終わっ
たときにはコースを畳んでしまえということになってしま
う．これはコースを復習に使う，そして複数の授業を有機
的に接続して教育プログラムを形成する，などというよう
な観点からも，非常にもったいない．
もちろん大学の中では，年度が終わったらすべてのコー

スをクローズするという運用のところもあるわけだが，筆
者が 2019年ころにいくつかの大学に対して調査をしたと
ころ，大体 6割位の大学でコースを削除しない運用をして
いた．そしてコースその掲載がその授業期間だけに限られ
ると言う事は，非常に影響が大きいという声が多く上がっ
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ていた．
公衆送信の期間を授業期間だけに限ると言うことについ

ては，運用指針にははっきりとは書かれているわけではな
い．しかし，補償金制度を補完するという触れ込みの基礎
ライセンスの検討の場で，授業資料を継続して学生が卒業
するまで LMS上で閲覧できるようにするとことが，ライ
センスの対象にとして検討されており，権利者の意識とし
ては，事業期間が終了するもしくは年度末とともにその公
衆送信を停止するべしとなっているようである．
他者の著作物を利用していない授業や，再利用可能なも

のしか使っていない授業，また板書をしかしていない授業
もたくさんある．そういった授業の LMSコースまで，上
記のような事情のおかげで授業終了時に一斉にクローズし
なくてはならないとことになると，いわば巻き添えを食っ
てしまうことになる．35上適用著作物を使っている場合で
も，その授業の資料のすべてがそうではなく，それ以外の
ものについてもコースがクローズされれば全てアクセスが
できなくなってしまう．
このことは，教育の情報化を推進するための改正だった

はずのものが，部分的とはいえ，却って LMSや授業アー
カイブの活用というところに，水を差すかたちになってし
まっているのではないかということが言える．

3.1 では，どうすれば良いのか
授業の中での他者著作物の利用については，大きく 2つ

の目的があると考えている．1つは練習の材料のため，1

つは説明の材料のためである．
3.1.1 32条引用の活用
練習の材料として使う場合は 35条の適用で，というの

が確実になるだろうが，説明の材料とするための転載は，
多くの場合 35条だけでなく 32条（引用での利用）の適用
対象になる可能性がある．
著作権法 32条の引用の権利制限については，図??に示

す条件の下で，著作物は引用して利用することができると
言うことになっている．「利用することができる」という
のは，非常に強い権利制限であり，基本的にはすべての著
作物の利用が可能になるものである．ただし著作者人格権
の同一性保持権を守ると言う意味で，改変しての引用は一
般には不可と言われている．これは 35条が，教育段階に
従って表現などをわかりやすく変更などの改変が許されて
いることと対称的なところである．
32条が適用できることになれば，その著作物の公衆送信

についてはもちろん，授業の範囲にとどまることなく使う
ことが可能である．もちろん授業が終わっても LMSでア
クセス不可にする必要はないし，オープンな教育リソース
としてインターネットに対してアクセス制限なく公開も可
能となる．
ですので，この問題に対する 1つの解は，説明資料につ

図 5 moodle でコンテンツにタグ付けをする

いては基本的には引用の範囲内でしか他者著作物を使わな
いと言うことが考えられる．
ただ，引用は非常に強い権利制限であるので，35条と

比べればその適用できる範囲は遥かに狭くなると考えられ
る．前述の改変ができない（翻訳はできる）こともそうだ
が，適用要件の「必然性がある」ということをどうかんが
えるかということが非常にむずかしい．また，スライド全
面が引用して利用している図になっているとして，授業で
教員が説明している場合は適用要件の「主従関係」が成立
する可能性があるが，その資料を単独で LMSに掲載した
場合にもなお成立しているかは，議論の余地がある．否と
いう立場の専門家も多い．
3.1.2 35条適用コンテンツの選別
一方もう一つの形態の著作物の使い方である，練習の素

材とするための公衆送信，例えば英字新聞の文章を読ませ
英文解釈をするなど，そういうったものついては，引用の
対称にはほとんどの場合ならないと考えられる．なので，
こういったものについては 35条の適用コンテンツとなる
ので，授業が終わった際には削除するか，もしくは学生が
アクセスできなくなるようにすることが必要になる．
この公開を停止すると言う作業を，それぞれの教員がし

なければいけないと言うのは，結構な負担となるし，確実
な処理はあまり期待できないと考える．1つの解決策とし
て以下のようなことをしてはどうだろうと提案をしたい．
これはオープンソースの LMSである moodleの機能に

依存した案ではあるが，同様のことは他の LMSでも可能
ではないかと考える．
Moodleにはコースを跨いで使えるタグが存在する．管

理者が作成したタグを，すべてのコンテンツやファイル項
目について適用することができる．例えば，「著作権法 35

条適用コンテンツ」といった名称のタグを作成し，教員に
は，コンテンツをアップロードする際に，35条の適用と考
えられるものがあれば，このタグを割り当てる作業をして
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図 6 他者著作物を授業利用する際の注意ポイント

もらう（図 5）．
年度末もしくは学期末になったら，管理者がこの「著作

権法 35条適用コンテンツ」のタグが付けられたものをま
とめて利用不可に設定すればよい．
もちろん，練習用の教材だけでなく，説明資料であって

も，35条適用のものが含まれている場合には，このタグを
つける．
この作業によって，教員が著作権法 35条の存在を意識

するという効果も期待できる．また，補償金の配分のため
に SARTRASがサンプリング調査を行なうが，その対象に
なったところでは 1ヵ月間の範囲でどのようなコンテンツ
を 35条適用として公衆送信をおこなったかを報告する必
要がある．その時に何を報告するかと言うことも，常にこ
のタグをつける作業をしておけば，簡単に対応ができるよ
うになるのではないだろうか．

4. おわりに
本稿では改正著作権法第 35条について経緯と改正内容

を振り返った．LMS運用の観点からすると，期待していた
改正が実現したことと，従来通りの LMS運用が難しくな
るという相反する思いがあった．
改正著作権法第 35条の運用についての整理として，教

材として利用させてもらう他者著作物を，訓練用の素材と
説明用の素材という二つに大別した．35条の要件を満たす
のかの判断の前段階として，いずれの場合も，それらが著
作権法で保護されるべき著作物であるか，保護期間内であ
るか，再利用のためのライセンスが宣言されているか，の
判断が必要になる (図 6)．そして特に説明用の素材では引
用の範囲で利用できないか，という点が重要である．

いずれにせよ，権利保護と権利制限のバランスをうまく
保ちつつ，教員や学生が著作物の適正な利用をしていくた
めには，著作権や運用指針についての十分な知識が必要不
可欠である．教育機関での著作権教育が今後ますます重要
になるだろう．
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